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 令和８年度（２０２６年度）日光市下水道事業会計予算 

 

（総  則） 

第１条  令和８年度（２０２６年度）日光市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1)  接続戸数                                    ２２，５３３戸 

(2)  年間総処理水量                       １０，４８２，０００㎥ 

(3)  １日平均処理水量                ２８，７１７㎥ 

(4)  建設改良事業 

ア 公共下水道建設事業            ２８３，８２８千円 

イ  特定環境保全公共下水道建設事業       １０，１００千円 

ウ  流域下水道建設事業            １２８，４５１千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

                              収        入 

    第１款  下水道事業収益                      ２，９９８，３０１千円 

      第１項  営業収益                         １，５０５，４３３千円 

      第２項  営業外収益                       １，４９２，８６５千円 

      第３項  特別利益                                   ３千円 

          収 入 合 計                          ２，９９８，３０１千円 

                              支        出 

    第１款  下水道事業費用                     ２，６１２，９９１千円 

第１項  営業費用                        ２，４６２，５８０千円 

      第２項  営業外費用                          １４８，１６８千円 

      第３項  特別損失                                 ２４３千円 

      第４項  予備費                                  ２，０００千円 

          支 出 合 計                          ２，６１２，９９１千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し

不足する額８８０，６８９千円は、当年度分損益勘定留保資金５５２，１０８千円、当年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額３０，９５３千円及び当年度利益剰余金処分額２９７，６２８

千円で補てんするものとする。）。 

                            収        入 

 第１款 資本的収入                       ７１５，０４７千円 

    第１項  企業債                                  ４７２，４００千円 

    第２項  他会計負担金                              １２５，７９７千円 

    第３項  他会計補助金                               ４８，７９７千円 

  第４項 国庫補助金                  ６８，０５０千円 

  第５項 分担金及び負担金                   １千円 

  第６項 投資                         １千円 

  第７項 その他資本的収入                   １千円 

        収 入 合 計                                ７１５，０４７千円 

                            支        出 

 第１款 資本的支出                   １，５９５，７３６千円 

    第１項  建設改良費                            ４７８，７９６千円 

  第２項 固定資産購入費                   ２５千円 

    第３項  企業債償還金                        １，１１５，８８２千円 

  第４項 投資                        ３３千円 

  第５項 予備費                    １，０００千円 

        支 出 合 計                             １，５９５，７３６千円 

 

（債務負担行為） 

第５条  債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事            項 期      間 限  度  額 

水処理センター等維持管理業務委託料 
自  令和 ８ 年度 

至  令和１１年度 
６２９，３００千円 

令和８年度水洗便所改造資金利子補給金 
自  令和 ９ 年度 

至  令和１３年度 

令和８年度に融資を受

けた資金の利子補給額 

訴 訟 業 務 委 託 料 
令和８年度から事件 

が完結する年度まで 

令和８年度に契約締結

した訴訟業務に係る委

託料のうち、翌年度以降

に支払う額 

公 共 下 水 道 汚 水 桝 新 設 工 事 請 負 費 
自  令和 ８ 年度 

至  令和 ９ 年度 
５，０００千円 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的 限  度  額 起債の方法 利  率 償還の方法 

下 水 道 建 設 事 業 ２４０，３００千円 

普通貸借 

ま た は 

証券発行 

５．０％以内 

 

（ただし、利率見

直し方式で借り

入れる資金につ

いて、利率の見直

しを行った後に

おいては、当該見

直し後の利率） 

政府資金について

は、その融通条件

により、銀行その

他の場合には、そ

の債権者と協定す

るところによる。

ただし、企業財政

の都合により、据

置期間及び償還期

限を短縮し、もし

くは繰上償還又は

低利債に借り換え

ることができる。 

下 水 道 資 本 費 平 準 化 債 １０３，７００千円 

流 域 下 水 道 建 設 事 業 １２８，４００千円 

 

（一時借入金） 

第７条  一時借入金の限度額は、５００,０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 営業費用、営業外費用及び特別損失との間 

(2) 建設改良費と固定資産購入費との間 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ

以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

(1)  職員給与費   １２６，１３０千円 

 

（他会計からの補助金） 

第１０条 事業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は３３６，４１２千円である。 

 

（利益剰余金の処分） 

第１１条 当年度利益剰余金のうち２９７，６２８千円は、次のとおり処分するものと定める。 

(1)   資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額   ２９７，６２８千円 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第１２条  たな卸資産の購入限度額は、６７５千円と定める。 



 

 

 

 

予 算 に 関 す る 説 明 書 



（単位：千円）

予定額 備        考

1 下水道事業収益 2,998,301

1 営 業 収 益 1,505,433

1 下 水 道 使 用 料 1,504,158

2
戸別処理浄化槽
使 用 料

934

3 その他営業収益 341 排水設備確認手数料等

2 営 業 外 収 益 1,492,865

1 受取利息及び配当金 1,234 基金及び預金利息

2 他 会 計 負 担 金 508,214 一般会計繰入金

3 他 会 計 補 助 金 287,615 一般会計財源補てん分等

4 国 庫 補 助 金 24,500
社会資本整備総合交付金(ス
トックマネジメント事業等)

5 長期前受金戻入 670,969

6
消費税及び地方
消 費 税 還 付 金

1

7 雑 収 益 332 行政財産使用料等

3 特 別 利 益 3

1 固定資産売却益 1

2 過 年 度 損 益 修 正 益 1

3 その他特別利益 1

2,998,301

（単位：千円）

予定額 備        考

1 下水道事業費用 2,612,991

1 営 業 費 用 2,462,580

1 管 渠 費 236,530 管渠維持管理費、職員人件費等

2 ポ ン プ 場 費 27,512 ポンプ場維持管理費等

3 処 理 場 費 179,929 処理場維持管理費等

4 戸別処理浄化槽費 977 戸別処理浄化槽管理費等

5 水 洗 化 促 進 費 185 水洗便所改造資金利子補給金

6 普 及 指 導 費 1,050 井戸用量水器交換及び修繕費

7 総 係 費 93,940 営業活動諸経費、職員人件費等

8
流域下水道運営費
負 担 金

699,378
鬼怒川上流流域浄化センター維
持管理負担金

9 減 価 償 却 費 1,217,348 固定資産の減価償却費

10 資 産 減 耗 費 5,729 固定資産の除却費等

11 その他営業費用 2

2 営 業 外 費 用 148,168

1 支 払 利 息 112,167 企業債支払利息

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

36,000 消費税納税額

3 その他営業外費用 1

3 特 別 損 失 243

1 固定資産売却損 1

2 過年度損益修正損 240 過年度還付金

3 その他特別損失 2

4 予 備 費 2,000

1 予 備 費 2,000

2,612,991

収  益  的  収  入  合  計

款 項 目

支      出

収  益  的  支  出  合  計

令和８年度（２０２６年度）

日光市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
収      入

目款 項

税込み
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（単位：千円）

予定額 備        考

1 資 本 的 収 入 715,047

1 企 業 債 472,400

1 建設改良企業債 368,700 下水道建設債

2 そ の 他 企 業 債 103,700 資本費平準化債

2 他会計負担金 125,797

1 他 会 計 負 担 金 125,797 一般会計繰入金

3 他会計補助金 48,797

1 他 会 計 補 助 金 48,797 一般会計財源補てん分等

4 国 庫 補 助 金 68,050

1 国 庫 補 助 金 68,050 社会資本整備総合交付金

5
分 担 金 及 び
負 担 金

1

1 下 水 道 負 担 金 1

6 投 資 1

1 基 金 繰 入 金 1

7
そ の 他
資 本 的 収 入

1

1 そ の 他 資 本 的 収 入 1

715,047

（単位：千円）

予定額 備        考

1 資 本 的 支 出 1,595,736

1 建 設 改 良 費 478,796

1 管渠建設改良費 282,228 管渠整備事業費等

2 ポンプ場建設改良費 6,050 ポンプ場更新事業費

3 処理場建設改良費 5,650 処理場更新事業費

4
流 域 下 水 道
建 設 費 負 担 金

128,451
鬼怒川上流流域下水道建設負担
金

5
資 源 化 工 場
建 設 費 負 担 金

5,276 栃木県資源化工場建設負担金

6 建 設 総 係 費 51,141 職員人件費等

2 固定資産購入費 25

1 有形固定資産購入費 25

3 企業債償還金 1,115,882

1
建設改良企業債
償 還 金

687,950
建設改良のための企業債元金償
還金

2
そ の 他 企 業 債
償 還 金

427,932 資本費平準化債等元金償還金

4 投 資 33

1 基 金 33

5 予 備 費 1,000

1 予 備 費 1,000

1,595,736

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額880,689千円の補てん金
（単位：千円）

552,108

30,953

297,628

880,689

資  本  的  収  入  合  計

款 項 目

当年度分損益勘定留保資金

当年度分消費税及び地方消費税資本的
収支調整額

当年度利益剰余金処分額

計

支      出

資  本  的  支  出  合  計

資本的収入及び支出
収      入

款 項 目
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１　総　　　括

ア　会計年度任用職員以外の職員

職 員 数 法    定 合    計

給    料 手    当 計 福 利 費

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(0)

14

(1)

13

(△1)

1

扶養手当 地域手当 住居手当 初 任 給
調整手当

通勤手当 特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 1,800 2,716 0 1,055 2,672

前年度 1,698 1,287 642 921 3,099

比  較 102 1,429 △ 642 134 △ 427

宿 日 直
手　　当

管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手　　当

休日勤務
手　　当

管 理 職
手　　当

期末手当 勤勉手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 1,668 15,863 12,913

前年度 1,308 14,272 11,588

比  較 360 1,591 1,325

寒 冷 地
手    当

児童手当

（千円） （千円）

本年度 1,320

前年度 1,375

比  較 △ 55

区  分

本年度

前年度

（　）内は再任用短時間勤務職員であり、外書きです。

一人当たり給与費(千円)

7,456

6,957

手
 
当
 
の
 
内
 
訳

区　分

区　分

区　分

備
 
考

　　　　    一般職職員一人当たり
　　　　    給与費の状況

36,190

3,173 3,817 6,990 1,863 8,853

給　与　費　明　細　書

区　　    分

給　　　与　　　費

本　　年　　度

前　　年　　度

126,130

97,392 19,885 117,277

比　　　　　較

64,375 40,007 104,382 21,748

61,202
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増減額

（千円）

給料 3,173 給与改定 1,826

に伴う増

減分 2.88%

昇給に伴 345   平均昇給率          （昇給期）

う増加分 0.54% 昇給職員数 10 人

その他の 1,002 人事異動等に伴う

増減分 職員構成の変動による増減分

1,002

手当 3,817 制度改正 827 給与改定による増減分

に伴う増 　期末手当 445

減分 　勤勉手当 382

その他の 2,990 昇給・昇格に

増減分 伴うはね返り増減分

　期末手当 69

　勤勉手当 55

地域手当増および

手当受給者の変動 2,866

給与改定の状況

  給料の改定率

（職員数）

   1月

２　給料及び手当の増減額の明細

区分
増減事由別内訳

説          明 備　　　　　　考
（千円）
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区      分

一般行政職

技能労務職

参  事 副参事 主  幹 副主幹 主  査 主  任

６ 級 2 16.7

再任用 0.0

100.0

１ 級 0.0

技能主事
労務主事

主任技能員
主任労務員

技能員
労務員

主  事
技  師

計 1 100.0

　（級別の標準的な職務内容）

８  級 ７  級 ６  級 ５  級 ４  級 ３  級 ２  級 １  級

令和7年1月1日現在

８ 級

計 12 100.0 (1) (100.0)

　（　）内は再任用短時間勤務職員であり、外書きです。

４ 級 6

２ 級 0.0

３ 級 2 16.7 再任用 (1)

50.0 １ 級

(100.0)

３ 級

７ 級 1 8.3

計 計13 100.0

４ 級 1

５ 級 1 8.3 ２ 級

５ 級

1 100.0

４ 級 6 46.1 １ 級

３ 級 1 7.7 再任用

100.0

７ 級 1 7.7 ４ 級

令和8年1月1日現在

８ 級 ５ 級 1

６ 級 3 23.1 ３ 級

５ 級 2 15.4 ２ 級

２ 級 0.0

１ 級 0.0

大　　学　　卒 232,000 － 232,000 －

  ⑶  級別職員数

区　　　　　分
一  般  行  政  職 技  能  労  務  職

級 職員数 (人) 構成比 (％) 級 職員数 (人) 構成比 (％)

  ⑵  初任給

区　　　　　分 一般行政職 (円) 技能労務職 (円)
一 般 会 計 の 制 度

一般行政職 (円) 技能労務職 (円)

高　　校　　卒 200,300 228,800 200,300 228,800

令和7年1月1日現在
平均給料月額 (円) 376,592 317,000

平  均  年  齢 (歳) 51歳 1月 49歳 0月

３　給料及び手当の状況

  ⑴  職員一人当たり給料

区　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職

令和8年1月1日現在
平均給料月額 (円) 394,008 348,600

平  均  年  齢 (歳) 52歳 1月 50歳 0月

再任用 0.0
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(％)

(％)

（　）内は再任用職員の支給率です。

通  勤  手  当 同

  ⑹  定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

支給対象地域

 支給率　 　  （％）

 支給対象職員 （人）

 国の指定基準に
 基づく支給率 （％）

扶  養  手  当 同

住  居  手  当 同

定年前早期退職特別措置
（3～45％加算）

  ⑻  その他の手当

区          分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

市内全域

4

14

4

  ⑺ 　地域手当

最高限度
(月分)

  その他の加算措置等

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特別措置
（3～45％加算）

区          分
20年勤続

の者(月分)
25年勤続

の者(月分)
35年勤続

の者(月分)

2.325 2.325 4.65
一般会計の制度 有

(1.225) (1.225) (2.45)

有

2.30 2.30 4.60
前    年    度 有

(1.20) (1.20) (2.40)

2.325 2.325 4.65
本    年    度

(1.225) (1.225) (2.45)

  職制上の段階､職務の
  級等による加算措置6月(月分) 12月(月分) (月分)

 代表的な特殊勤務手当の名称

  ⑸  期末手当・勤勉手当

区          分
支給期別支給率 支給率計

 支給対象職員の比率(令和8年1月1日現在) 0.0 0.0 0.0 0.0

再任用職員

 給料総額に対する比率                                （％）0.0 0.0 0.0 0.0

  ⑷  特殊勤務手当

区                    分 全 職 種 一般行政職 技能労務職
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期  間 期  間

債務負担行為に関する調書

（単位：千円）

事      項 限 度 額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

左の財源内訳

金  額
一般会計
負 担 金

金  額 自己資金

訴訟業務委託料

令和8年度に
契約締結し
た訴訟業務
に係る委託
料 の う ち 、
翌年度以降
に支払う額

令和8年度に
契約締結し
た訴訟業務
に係る委託
料のうち、
翌年度以降
に支払う額

訴訟業務委託料

9～
事件が完
結する年
度まで

令和8年度に
契約締結し
た訴訟業務
に係る委託
料のうち、
翌年度以降
に支払う額

198,000

5,000

5,000 5,000

5,0008

5,000 8～9

公共下水道汚水桝
新設工事請負費

5,000

令和7年度に
契約締結し
た訴訟業務
に係る委託
料 の う ち 、
翌年度以降
に支払う額

8～
事件が完
結する年
度まで

令和7年度に
契約締結し
た訴訟業務
に係る委託
料のうち、
翌年度以降
に支払う額

令和7年度に
融資を受け
た資金の利
子補給額

8～12

令和7年度に
融資を受け
た資金の利
子補給額

198,000
水処理センター等
維持管理業務委託
料

448,800 6～7 250,800 8

令和7年度水洗便所
改造資金利子補給
金

令和7年度に
融資を受け
た資金の利
子補給額

令和6年度水洗便所
改造資金利子補給
金

152 7 68 8～11 84

令和7年度に
契約締結し
た訴訟業務
に係る委託
料のうち、
翌年度以降
に支払う額

令和8年度水洗便所
改造資金利子補給
金

令和8年度に
融資を受け
た資金の利
子補給額

9～13

令和8年度に
融資を受け
た資金の利
子補給額

公共下水道汚水桝
新設工事請負費

629,300

令和8年度に
融資を受け
た資金の利
子補給額

84

629,300
水処理センター等
維持管理業務委託
料

629,300 8～11

- 10 -



（単位：円）

１

⑴ 1,249,970,000

⑵ 850,000

⑶ 10,000,000

⑷ 451,000 1,261,271,000

２

⑴ 239,197,000

⑵ 25,916,000

⑶ 161,108,000

⑷ 828,000

⑸ 210,000

⑹ 1,008,000

⑺ 90,323,000

⑻ 640,369,000

⑼ 1,212,862,000

⑽ 18,800,000

⑾ 1,000 2,390,622,000

△ 1,129,351,000

３

⑴ 89,000

⑵ 490,096,000

⑶ 425,189,000

⑷ 31,000,000

⑸ 674,688,000

⑹ 326,000 1,621,388,000

４

⑴ 112,292,000

⑵ 38,020,000 150,312,000 1,471,076,000

341,725,000

５

⑴ 1,000

⑵ 1,000

⑶ 1,000 3,000

６

⑴ 1,000

⑵ 218,000

⑶ 1,000 220,000 △ 217,000

341,508,000

0

217,000,000

558,508,000

国 庫 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

過 年 度 損 益 修 正 損

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他 営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

そ の 他 特 別 利 益

令和７年度（２０２５年度）

日光市下水道事業予定損益計算書（前年度分）

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

戸別処理浄化槽使用料

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

他 会 計 負 担 金

処 理 場 費

戸 別 処 理 浄 化 槽 費

水 洗 化 促 進 費

普 及 指 導 費

そ の 他 営 業 費 用

総 係 費

流域下水道運営費負担金

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

固 定 資 産 売 却 損

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金

そ の 他 特 別 損 失

その他未処分利益剰余金変動額

税抜き
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（単位：円）

１

⑴

イ 153,417,734

ロ 1,179,496,120

△ 249,354,841 930,141,279

ハ 27,846,440,510

△ 5,664,839,070 22,181,601,440

ニ 1,689,939,499

△ 623,697,922 1,066,241,577

ホ 1,006,193

△ 625,725 380,468

へ 257,056,256

24,588,838,754

⑵

イ 287,870,289

ロ 2,052,911,688

ハ 3,958,300

2,344,740,277

⑶

イ 10,731,669

10,731,669

26,944,310,700

２

⑴ 371,795,209

⑵ 224,714,368

△ 19,217,756 205,496,612

⑶ 44,940

⑷ 300,000

577,636,761

27,521,947,461

土 地

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

令和７年度（２０２５年度）

日光市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和８年３月３１日）

資    産    の    部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

減価償却累計額

車両及び運搬具

減価償却累計額

無形固定資産合計

投資その他の資産

施 設 利 用 権
流 域 下 水 道
施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

基 金
投 資 そ の 他 の
資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貯 蔵 品

税抜き

‐12‐



３

⑴

イ 5,480,048,193

ロ 2,799,428,655

8,279,476,848

8,279,476,848

４

⑴

イ 685,467,569

ロ 421,264,339

1,106,731,908

⑵ 109,290,000

⑶ 10,470,055

⑷ 1,500,000

1,227,991,963

５

⑴ 16,353,106,785

⑵ △ 4,138,950,152

12,214,156,633

21,721,625,444

６

⑴ 4,944,294,119

4,944,294,119

７

⑴

イ 34,642,034

ロ 65,143,657

ハ 1,060,055

ニ 7,860,678

108,706,424

⑵

イ 188,813,474

ロ 558,508,000

747,321,474

856,027,898

5,800,322,017

27,521,947,461

負    債    の    部

固 定 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

その他の企業債

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

その他の企業債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

未 払 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

受贈財産評価額

資    本    の    部

資 本 金

資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金
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－ 14 － 

注  記  表 

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで） 

 

１ 重要な会計方針に係る事項 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

    たな卸資産（貯蔵品）は、先入先出法による原価法によっている。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   ・定額法によっている。 

    ただし、量水器については取替法による。 

  ・主な資産の耐用年数 

    建物 １０年～５０年、構築物 １０年～６０年、機械及び装置 ６年～２０年 

    車両運搬具 ４年～６年、工具、器具及び備品 ４年～１５年、施設利用権 ４５年～５０年 

（３）引当金の計上方法 

イ 賞与引当金 

     職員の期末、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当該事業年度末に

おける支給見込額に基づき、当該事業年度の負担に属する額を計上している。 

  ロ 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒率１％、貸倒懸念債権に

ついては貸倒率１０％、破産更生債権等については個別に見積もった回収不能見込額を計上し

ている。 

  ハ 退職給付引当金 

     職員の退職手当の支給は、一般会計が負担するため計上していない。 

（４）消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

 

２ 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 

   該当なし。 

 

３ 予定貸借対照表等に関する注記 

（１）賞与引当金等の取崩し 

    令和７年６月に、令和６年１２月から令和７年３月分の賞与及びそれに係る法定福利費を支給

するため、賞与引当金１０，３８８千円を取り崩す。 

（２）企業債の償還に係る他会計の負担 

    貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、 

５，２１３，０３５千円である。 

 

 

 

 



－ 15 － 

 

４ セグメント情報の開示 

（１）報告セグメントの概要 

日光市下水道事業は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業を運営しており、各事業

で運営方針を決定していることから、当該２事業を報告セグメントとしている。なお、各報告セ

グメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 市街地における、生活排水等の処理 

特定環境保全公共下水道事業 市街地周辺の区域における、生活排水等の処理 

 

（２）報告セグメントごとの営業収益等 

    令和７年度（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで） 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 公共下水道 

特定環境保全 

公 共下水道 

合計 

営業収益 1,228,297 32,974 1,261,271 

営業費用 2,196,089 194,533 2,390,622 

営業損益 △ 967,792 △ 161,559 △ 1,129,351 

経常損益 334,230 7,495 341,725 

セグメント資産 25,085,408 2,436,539 27,521,947 

セグメント負債 19,378,842 2,342,783 21,721,625 

その他の項目    

他会計繰入金 1,026,041 78,829 1,104,870 

減価償却費 1,090,085 122,777 1,212,862 

特別利益 2 1 3 

特別損失 219 1 220 

固定資産増加額 443,422 3,611 447,033 



（単位：円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 354,295,000

減価償却費 1,217,348,000

固定資産除却費 5,729,000

引当金の増減額（△は減少） 1,763,689

長期前受金戻入額 △ 670,970,000

受取利息及び受取配当金 △ 1,234,000

支払利息 112,167,000

未収金の増減額（△は増加） △ 1,716,744

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 17,000

未払金の増減額（△は減少） △ 532,000

小　計 1,016,832,945

利息及び配当金の受取額 1,234,000

利息の支払額 △ 112,167,000

905,899,945

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 318,415,000

無形固定資産の取得による支出 △ 121,568,000

242,645,000

△ 33,000

1,000

△ 197,370,000

３

472,400,000

△ 1,115,882,000

△ 643,482,000

４ 65,047,945

５ 371,795,209

６ 436,843,154

令和８年度（２０２６年度）

日光市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（当年度分）

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

基金の繰入による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

補助金等による収入

基金の積立による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増減額（△は減少）

資金期首残高

資金期末残高

税抜き
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（単位：円）

１

⑴

イ 153,417,734

ロ 1,179,496,120

△ 290,643,488 888,852,632

ハ 28,172,196,400

△ 6,620,897,407 21,551,298,993

ニ 1,689,735,499

△ 720,033,938 969,701,561

ホ 1,005,193

△ 625,725 379,468

へ 244,191,366

23,807,841,754

⑵

イ 281,498,674

ロ 2,057,186,303

ハ 3,958,300

2,342,643,277

⑶

イ 10,763,669

10,763,669

26,161,248,700

２

⑴ 436,843,154

⑵ 226,431,112

△ 19,934,500 206,496,612

⑶ 61,940

⑷ 300,000

643,701,706

26,804,950,406

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車両及び運搬具

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

令和８年度（２０２６年度）

日光市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和９年３月３１日）

資    産    の    部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減価償却累計額

無形固定資産合計

投資その他の資産

施 設 利 用 権
流 域 下 水 道
施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の
資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

基 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

貯 蔵 品

資 産 合 計

税抜き
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３

⑴

イ 5,238,632,009

ロ 2,473,284,868

7,711,916,877

7,711,916,877

４

⑴

イ 607,633,753

ロ 423,176,126

1,030,809,879

⑵ 108,758,000

⑶ 11,517,000

⑷ 1,500,000

1,152,584,879

５

⑴ 16,595,751,785

⑵ △ 4,809,920,152

11,785,831,633

20,650,333,389

６

⑴ 5,304,557,119

5,304,557,119

７

⑴

イ 34,642,034

ロ 65,143,657

ハ 1,060,055

ニ 7,860,678

108,706,424

⑵

イ 387,058,474

ロ 354,295,000

741,353,474

850,059,898

6,154,617,017

26,804,950,406

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

未 払 金

引 当 金

企 業 債

その他の企業債

その他の企業債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

負    債    の    部

固 定 負 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資    本    の    部

資 本 金

資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

他 会 計 補 助 金

受贈財産評価額

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

資 本 剰 余 金 合 計

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

‐18‐
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注  記  表 

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで） 

 

１ 重要な会計方針に係る事項 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

    たな卸資産（貯蔵品）は、先入先出法による原価法によっている。 

（２）固定資産の減価償却の方法 

   ・定額法によっている。 

    ただし、量水器については取替法による。 

  ・主な資産の耐用年数 

    建物 １０年～５０年、構築物 １０年～６０年、機械及び装置 ６年～２０年 

    車両運搬具 ４年～６年、工具、器具及び備品 ４年～１５年、施設利用権 ４５年～５０年 

（３）引当金の計上方法 

イ 賞与引当金 

     職員の期末、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当該事業年度末に

おける支給見込額に基づき、当該事業年度の負担に属する額を計上している。 

  ロ 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒率１％、貸倒懸念債権に

ついては貸倒率１０％、破産更生債権等については個別に見積もった回収不能見込額を計上し

ている。 

  ハ 退職給付引当金 

     職員の退職手当の支給は、一般会計が負担するため計上していない。 

（４）消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

 

２ 予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記 

   該当なし。 

 

３ 予定貸借対照表等に関する注記 

（１）賞与引当金等の取崩し 

    令和８年６月に、令和７年１２月から令和８年３月分の賞与及びそれに係る法定福利費を支給

するため、賞与引当金１０，４７０千円を取り崩す。 

（２）企業債の償還に係る他会計の負担 

    貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、 

４，８５５，６４９千円である。 
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４ セグメント情報の開示 

（１）報告セグメントの概要 

日光市下水道事業は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業を運営しており、各事業

で運営方針を決定していることから、当該２事業を報告セグメントとしている。なお、各報告セ

グメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 市街地における、生活排水等の処理 

特定環境保全公共下水道事業 市街地周辺の区域における、生活排水等の処理 

 

（２）報告セグメントごとの営業収益等 

    令和８年度（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで） 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 公共下水道 

特定環境保全 

公 共下水道 

合計 

営業収益 1,336,869 31,740 1,368,609 

営業費用 2,165,821 192,972 2,358,793 

営業損益 △ 828,952 △ 161,232 △ 990,184 

経常損益 350,620 3,892 354,512 

セグメント資産 24,472,359 2,332,591 26,804,950 

セグメント負債 18,415,390 2,234,943 20,650,333 

その他の項目    

他会計繰入金 886,032 84,391 970,423 

減価償却費 1,097,828 119,520 1,217,348 

特別利益 2 1 3 

特別損失 219 1 220 

固定資産増加額 300,837 9,784 310,621 



（単位：千円）

金   額

1款 下水道事業収益 2,998,301 3,007,743 △ 9,442

営 業 収 益 1,505,433 1,376,351 129,082

下 水 道 使 用 料 1,504,158 1,374,966 129,192

10 下 水 道 使 用 料 1,504,158

戸別処理浄化槽
使 用 料

934 934 0

10
戸別処理浄化槽
使 用 料

934

その他営業収益 341 451 △ 110

10 材 料 売 却 収 益 1

20 手 数 料 340

営 業 外 収 益 1,492,865 1,631,389 △ 138,524

受 取 利 息 及 び
配 当 金

1,234 89 1,145

10 預 金 利 息 1,214

20 基 金 利 息 20

他 会 計 負 担 金 508,214 500,096 8,118 一般会計繰入金

10 他 会 計 負 担 金 508,214

他 会 計 補 助 金 287,615 425,189 △ 137,574

10 他 会 計 補 助 金 287,615

国 庫 補 助 金 24,500 31,000 △ 6,500

10 国 庫 補 助 金 24,500

長期前受金戻入 670,969 674,688 △ 3,719

10 長期前受金戻入 670,969

消費税及び地方
消 費 税 還 付 金

1 1 0

10
消費税及び地方
消 費 税 還 付 金

1

雑 収 益 332 326 6 行政財産使用料等

90 そ の 他 雑 収 益 332

特 別 利 益 3 3 0

固定資産売却益 1 1 0

10 固定資産売却益 1

過年度損益修正益 1 1 0

10 過年度損益修正益 1

その他特別利益 1 1 0

90 その他特別利益 1

2,998,301 3,007,743 △ 9,442

排水設備指定工事店
登録手数料、排水設
備計画確認手数料等

預金利息

一般会計財源補てん
分等

社会資本整備総合交
付金(ストックマネ
ジメント事業等)

比   較
区    分

節

7目

3項

2目

3目

4目

5目

本 年 度 前 年 度

3目

1目

令和８年度（２０２６年度）

日光市下水道事業会計予算明細書

収益的収入及び支出

収    入

備     考

2目

6目

収益的収入合計

1項

1目

2目

3目

2項

1目

款　　項　　目

税込み

- 21 -



（単位：千円）

金   額

1款 下水道事業費用 2,612,991 2,645,786 △ 32,795

営 業 費 用 2,462,580 2,493,250 △ 30,670

管 渠 費 236,530 253,925 △ 17,395

1 給 料 22,104

3 手 当 9,373

7 法 定 福 利 費 7,255

15 備 消 耗 品 費 268

17 燃 料 費 397

23 通 信 運 搬 費 2,162

27 委 託 料 117,193

29 手 数 料 72

31 賃 借 料 351

33 修 繕 費 2,962

35 動 力 費 17,055

43 公 課 費 14

45 負 担 金 3,569

49 保 険 料 375

51 工 事 請 負 費 49,500

71 賞与引当金繰入額 3,880

ポ ン プ 場 費 27,512 28,501 △ 989

19 光 熱 水 費 77

23 通 信 運 搬 費 270

27 委 託 料 9,475

31 賃 借 料 25

33 修 繕 費 2,500

35 動 力 費 12,673

39 補 償 金 67

49 保 険 料 25

51 工 事 請 負 費 2,400

処 理 場 費 179,929 177,146 2,783

19 光 熱 水 費 4,377

27 委 託 料 132,651

31 賃 借 料 725

33 修 繕 費 6,000

35 動 力 費 28,222

49 保 険 料 54

51 工 事 請 負 費 7,900

戸別処理浄化槽費 977 907 70

27 委 託 料 643

29 手 数 料 4

33 修 繕 費 330

水 洗 化 促 進 費 185 210 △ 25

31 利 子 補 給 金 185

普 及 指 導 費 1,050 1,050 0

33 修 繕 費 595

51 工 事 請 負 費 455

管渠の維持管理に要
する経費

ポンプ場の維持管理
に要する経費

処理場の維持管理に
要する経費

戸別処理浄化槽の維
持管理に要する経費

井戸用量水器交換及
び修繕費

水洗便所改造資金利
子補給金

款　　項　　目
区    分

4目

5目

6目

1項

3目

1目

2目

節
備     考比   較

支    出

前 年 度本 年 度

- 22 -



（単位：千円）

金   額

総 係 費 93,940 95,441 △ 1,501

1 給 料 18,834

3 手 当 8,949

7 法 定 福 利 費 5,585

9 旅 費 204

15 備 消 耗 品 費 164

17 燃 料 費 111

23 通 信 運 搬 費 92

27 委 託 料 40,051

29 手 数 料 595

31 賃 借 料 1,341

33 修 繕 費 50

45 負 担 金 10,556

47 補 助 金 100

49 保 険 料 13

71 賞与引当金繰入額 3,395

77 貸倒引当金繰入額 3,900

流 域 下 水 道
運 営 費 負 担 金

699,378 704,406 △ 5,028

45 負 担 金 699,378

減 価 償 却 費 1,217,348 1,212,862 4,486

10
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

1,093,683

20
無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

123,665

資 産 減 耗 費 5,729 18,800 △ 13,071 固定資産の除却費等

10 固定資産除却費 5,728

20 たな卸資産減耗費 1

その他営業費用 2 2 0

10 材 料 売 却 原 価 1

90 雑 支 出 1

営 業 外 費 用 148,168 150,293 △ 2,125

支 払 利 息 112,167 112,292 △ 125 企業債支払利息

10 企 業 債 利 息 112,167

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

36,000 38,000 △ 2,000
消費税納税額

10
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

36,000

その他営業外費用 1 1 0

10 不用品売却原価 1

特 別 損 失 243 243 0

固定資産売却損 1 1 0

10 固定資産売却損 1

過年度損益修正損 240 240 0

10 過年度損益修正損 240

その他特別損失 2 2 0

90 その他特別損失 2

予 備 費 2,000 2,000 0

予 備 費 2,000 2,000 0

10 予 備 費 2,000

2,612,991 2,645,786 △ 32,795

鬼怒川上流浄化セン
ター維持管理負担金

固定資産の減価償却
費

過年度分使用料還付
金

備     考
区    分

事業活動の全般に要
する経費

7目

9目

10目

11目

2項

8目

3項

1目

2目

3目

1目

2目

3目

1目

収益的支出合計

4項

款　　項　　目 本 年 度 前 年 度 比   較
節
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（単位：千円）

金   額

1款 資 本 的 収 入 715,047 878,038 △ 162,991

企 業 債 472,400 563,800 △ 91,400

建設改良企業債 368,700 461,400 △ 92,700

10 下 水 道 建 設 債 240,300

20 流域下水道建設債 128,400

そ の 他 企 業 債 103,700 102,400 1,300 資本費平準化債

90 そ の 他 企 業 債 103,700

他 会 計 負 担 金 125,797 139,793 △ 13,996

他 会 計 負 担 金 125,797 139,793 △ 13,996 一般会計繰入金

10 他 会 計 負 担 金 125,797

他 会 計 補 助 金 48,797 39,792 9,005

他 会 計 補 助 金 48,797 39,792 9,005

10 他 会 計 補 助 金 48,797

国 庫 補 助 金 68,050 134,650 △ 66,600

国 庫 補 助 金 68,050 134,650 △ 66,600

10 国 庫 補 助 金 68,050

分担金及び負担金 1 1 0

下 水 道 負 担 金 1 1 0

10 下 水 道 負 担 金 1

投 資 1 1 0

基 金 繰 入 金 1 1 0

10 基 金 繰 入 金 1

その他資本的収入 1 1 0

その他資本的収入 1 1 0

90 その他資本的収入 1

715,047 878,038 △ 162,991

財政調整基金繰入金

下水道建設債、流域
下水道建設債

一般会計財源補てん
分等

社会資本整備総合交
付金

備     考比   較本 年 度
区    分

節
前 年 度款　　項　　目

資本的収入及び支出

5項

1目

1目

1目

2項

3項

資本的収入合計

収    入

2目

1項

6項

4項

1目

1目

7項

1目

1目
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（単位：千円）

金   額

1款 資 本 的 支 出 1,595,736 1,806,333 △ 210,597

建 設 改 良 費 478,796 635,473 △ 156,677

管渠建設改良費 282,228 308,146 △ 25,918

9 旅 費 41

15 備 消 耗 品 費 728

17 燃 料 費 177

27 委 託 料 3,450

29 手 数 料 27

33 修 繕 費 121

39 補 償 金 1,500

45 負 担 金 754

49 保 険 料 30

51 工 事 請 負 費 275,400

ポンプ場建設改良費 6,050 57,000 △ 50,950

27 委 託 料 50

51 工 事 請 負 費 6,000

処理場建設改良費 5,650 93,000 △ 87,350

15 備 消 耗 品 費 600

27 委 託 料 50

51 工 事 請 負 費 5,000

流 域 下 水 道
建 設 費 負 担 金

128,451 128,614 △ 163

45 負 担 金 128,451

資 源 化 工 場
建 設 費 負 担 金

5,276 3,553 1,723

45 負 担 金 5,276

建 設 総 係 費 51,141 45,160 5,981

1 給 料 23,437

3 手 当 12,095

7 法 定 福 利 費 6,981

45 負 担 金 3,781

51 工 事 請 負 費 605

71 賞与引当金繰入額 4,242

固定資産購入費 25 25 0

有形固定資産購入費 25 25 0

40 量 水 器 購 入 費 25

企 業 債 償 還 金 1,115,882 1,169,824 △ 53,942

建設改良企業債
償 還 金

687,950 730,172 △ 42,222

10 元 金 償 還 金 687,950

そ の 他 企 業 債
償 還 金

427,932 439,652 △ 11,720

10 元 金 償 還 金 427,932

投 資 33 11 22

基 金 33 11 22

10 基 金 積 立 金 33

予 備 費 1,000 1,000 0

予 備 費 1,000 1,000 0

10 予 備 費 1,000

1,595,736 1,806,333 △ 210,597

財政調整基金積立金

鬼怒川上流流域下水
道建設負担金

栃木県資源化工場建
設負担金

建設改良のための企
業債元金償還金

資本費平準化債等元
金償還金

管渠新設工事、管路
改築工事、マンホー
ルポンプ場ポンプ更
新工事等

備     考

職員人件費、井戸用
量水器設置費等

中継ポンプ場ポンプ
更新工事等

水処理センター設備
更新工事等

資本的支出合計

款　　項　　目

1項

2項

5項

1目

5目

6目

3項

1目

2目

4項

1目

2目

3目

1目

4目

支    出

1目

節

区    分
本 年 度 比   較前 年 度
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